
※基準価額は信託報酬控除後の値です。
※前週比は応答日が祝日等の場合には、前営業日のものとの比較を記載しています。

ファンド設定日：2005年2月1日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。
※応答日が祝日等の場合には、前営業日からの収益率を記載しています。

※収益分配金は1口当たりの金額です。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2018年06月22日基準

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒（愛称：jnext）は、トムソン・ロイター リッパー・ファンド・
アワード・ジャパン2018　投資信託部門 株式型　日本株　中小型株　評価期間３年において最優秀
ファンド賞を獲得いたしました。

基準価額 36,439円 ▲532円
運用実績

10,279百万円純資産総額前週比

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

本ファンド
金額 比率

マザーファンド 10,241 99.6％

現金等 38 0.4％

マザーファンド
金額 比率

国内株式 17,851 96.6％

現金等 635 3.4％
※本ファンドは、中小型成長株・マザーファンド
   を通じて実質的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

期間収益率
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※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2018年06月22日基準

3.4％

マザーファンドの状況

市場別組入比率 業種別組入比率

組入上位10銘柄
証券コード 銘柄名 市場区分 業種 比率

1 7874 レック　　　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 化学

2.7％

2 3064 ＭｏｎｏｔａＲＯ　　　　　　　　　　　　 東証1部 小売業 2.8％

3 3549 クスリのアオキホールディングス　　　　　 東証1部 小売業

2.6％

4 4927 ポーラ・オルビスホールディングス　　　　 東証1部 化学 2.7％

5 4345 シーティーエス　　　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業

2.5％

6 9757 船井総研ホールディングス　　　　　　　　 東証1部 サービス業 2.6％

7 6055 ジャパンマテリアル　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業

2.4％

8 3085 アークランドサービスホールディングス　　 東証1部 小売業 2.5％

9 2222 寿スピリッツ　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 食料品

2.4％

組入銘柄数 59銘柄

10 2484 夢の街創造委員会　　　　　　　　　　　　 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ) 情報・通信業

東証1部
82.1%

東証2部
2.3%

ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ
(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)

7.8%

ﾏｻﾞｰｽﾞ
4.4%

現金等
3.4%

サービス業
24.4%

小売業
18.2%

化学
9.6%

情報・通信業
9.3%

電気機器
8.9%

機械
8.0%

精密機器
4.3%

その他
13.8%

現金等
3.4%
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※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　
　今週は、総合コンサルティンググループへ進化を続ける「船井総研ホールディングス」をご紹介します。一般的なコンサルティングサービス
の多くは“あるべき論”を語るのみであるため、どうしても机上の空論になりがちです。その中で同社は、具体的に何をすべきか明快な“解”
を提供していることが最大の特徴となっています。例えば、「客単価300万円を実現する中古物件仲介モデル」、「90日で満室になる高
齢者住宅モデル」、「たった5坪でもできる買取専門店＋ネット通販モデル」といった具合に、業績を伸ばすための核心を突いた提案をし
ています。業界に精通したコンサルタントが柔軟な発想で生み出す“ズバリソリューション”こそが、顧客企業から強い支持を集める大きな
理由となっています。

　売上の中心は、顧問契約に基づく月次支援サービスですが、顧客企業との関係強化のために注力しているのが『経営研究会』です。
コンサルタントのもとで、会員である経営者同士が業種・テーマ別にグループ形式の経営勉強会や視察ツアー等を行い、情報交換や“ズ
バリソリューション”の研究を行っています。2017年12月時点で137の経営研究会が主催され、約6,700名の会員が入会しており、こ
れらの会員が具体的な成果を実感することで同社のファンとなり、月次支援サービスなど更に深いコンサルティングサービスを受けるといっ
た好循環が生まれています。直近では、各研究会の専用サイトの開発に取り組んでおり、会員同士の情報共有を活性化させることで更
なる関係強化を図っています。

　これまでは中小企業の成長実行支援を中心に展開していた同社ですが、近年では人材開発支援、生産性向上、デジタル化、M&A
支援、物流IT推進などにサービスメニューの幅を広げようとしています。より多様なニーズに応える総合コンサルティングへと進化すること
で、同社は継続的な成長を目指しています。

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2018年06月22日基準
追加型投信／国内／株式

投資助言会社からのコメント

活動メモ
　
　広告業界の構造変化が続いています。経済産業省の特定サービス産業動態統計調査によると、2017年度の国内広告業の売上
高合計は5兆9,893億円となり、この水準は過去数年横ばい圏で推移しています。新聞、雑誌、テレビ、ラジオなど旧来型の媒体向け
の広告費が緩やかながら減少傾向が続いている一方で、インターネット広告はスマートフォン向け広告や動画広告の拡大を背景に増加
を続けています。2017年度の売上高は7,424億円と前年度の6,702億円から11％増加しており、ますます存在感を高めています。

　パソコンやスマートフォンの普及ともに成長を続けてきたインターネット広告市場ですが、ここ最近ではサイト閲覧者の個人情報保護の
観点や広告不正クリック詐欺に対する問題意識などから、規制強化の動きが出始めています。また、ウェブサイト上に増え続ける広告を
不快に感じる人が増えていることから、広告を自動でブロックするソフトウェアなども普及しつつあります。このような動きは、一見するとイン
ターネット広告市場の拡大に対する阻害要因となるようにも思えますが、技術力の高い会社にとってこうした構造変化は、むしろより付加
価値の高いサービスで競合他社と差別化をすることで、さらなる成長を遂げるチャンスとも言えます。

　当社が個別面談させて頂いている会社の中でも、従来型の広告代理ビジネスからウェブサイト運営会社側に寄り添う立ち位置にシフ
トして、当該サイト内でのより自然な形での広告表示をサポートするビジネスを強化する会社や、不正クリック詐欺が疑われるような悪質
なメディアを広告配信先から排除する技術を磨きこむ会社など、様々な動きが見られています。広告業界に限らず変化の速い業界の中
でも、確かな技術力と創意工夫で顧客が求めるサービスを生み出していける魅力的な会社を、日々の調査活動の中で一社でも多く見
極めていきたいと思います。

組入銘柄のご紹介：～船井総研ホールディングス（9757）～
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、マザーファンドを通じて主に国内株式に投資を行います。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、
基準価額は変動します。特に投資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、
基準価額にも大きな影響を与える場合があります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。
信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

本ファンドは、中小型成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、主にわが国の金融商
品取引市場に上場する中小型株式に投資し、信託財産の中長期的な成長をめざして積極的な運用を行います。

ファンドの特色
●マザーファンド受益証券への投資を通じて、現時点では何らかの理由（課題・困難）により割安な株価ではあるものの、将来への成長機会を
　 持つ（＝企業家精神溢れる）、革新的な高成長が期待される企業の株式に厳選投資します。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。
●本ファンドの運用は、ファミリーファンド方式で行い、マザーファンドを通じて実質的に日本の株式に投資を行います。

追加型投信／国内／株式

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext

主な変動要因

価格変動リスク

流動性リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドは株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。　詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

その他の留意点
・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

リスクの管理体制

信用リスク

株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買
できない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した
場合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

換金単位

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止
すること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

無期限（設定日：平成17年2月1日）

受益権の口数が10万口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

毎年1月22日（休業日の場合は翌営業日）

換金価額

換金代金

申込締切時間

換金制限
購入・換金

申込受付の中止
及び取消し

最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。詳細は販売会社までお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext
追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

購入単位

購入価額

購入代金

1口以上1口単位として販売会社が定める単位とします。詳細は販売会社までお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額となります。

原則として、購入申込受付日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払いください。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

当資料のご留意点

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。

年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
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※委託会社の報酬より、投資顧問（助言）会社への報酬が支払われます。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒（愛称：jnext）は、トムソン・ロイター リッパー・ファンド・アワード・
ジャパン2018　投資信託部門　株式型　日本株　中小型株　評価期間３年において最優秀ファンド賞
を獲得いたしました。

※トムソン・ロイター　リッパー・ファンド・アワード・ジャパン2018について

トムソン・ロイター  リッパー・ファンド・アワードの評価の基となるトムソン・ロイター  リッパー・リーダーズのファンド
に関する情報は、投資信託の売買を推奨するものではありません。トムソン・ロイター  リッパー・リーダーズが
分析しているのは過去のファンドのパフォーマンスであり、過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するもので
はないことにご留意ください。評価結果は、リッパーが信頼できると判断した出所からのデータおよび情報に基
づいていますが、その正確性、完全性等について保証するものではありません。

追加型投信／国内／株式

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産留保額

購入申込金額に3.24％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

内
　
　
　
訳

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.62%（税抜1.5％）を乗じて得た金額とします。運用管理費用（信託報酬）の
配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期末を含む毎月22日（22日が休業日のときは翌営業日）ま
たは信託終了のときファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬） 年1.62   ％(税抜：年1.5 ％)

委託会社 年1.0152％(税抜：年0.94％)

販売会社 年0.54   ％(税抜：年0.50％)

その他費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用等が信託財産か
ら差引かれます。これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを
示すことができません。

受託会社 年0.0648％(税抜：年0.06％)

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）
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販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

中小型成長株ファンド　‒ネクストジャパン‒ 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext
追加型投信／国内／株式

○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第35号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第131号 ○ ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○ ○ ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第175号 ○

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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